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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 完成工事高には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適

用しております。 

  

回次 第36期中 第37期中 第38期中 第36期 第37期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

完成工事高 (百万円) 34,733 35,116 40,748 87,698 90,887 

経常利益 
又は経常損失(△) 

(百万円) 181 △542 △1,006 716 2,122

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△) 

(百万円) 30 △348 △505 154 809

純資産額 (百万円) 27,549 27,623 28,891 28,034 30,144 

総資産額 (百万円) 59,088 65,054 73,569 76,876 76,170 

１株当たり純資産額 (円) 1,090.16 1,093.28 1,143.60 1,109.29 1,190.70 

１株当たり 
中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△) 

(円) 1.23 △13.81 △20.00 5.95 29.60

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 46.6 42.5 39.3 36.5 39.6 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,014 △854 △537 △2,763 3,289

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,333 693 △1,812 △1,857 △1,858

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △68 △2,867 1,353 3,391 △3,609

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 2,312 1,553 1,469 4,531 2,486

従業員数 (名) 972 1,072 1,098 985 1,078 



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 完成工事高には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」「１株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失(△)」および「潜在株式調整後１株当たり中間

(当期)純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３ 「第36期」の１株当たり配当額25円は、創立35周年記念配当10円を含んでおります。 

４ 「第37期」の１株当たり配当額20円は、特別配当5円を含んでおります。 

５ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

６ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適

用しております。 

  

回次 第36期中 第37期中 第38期中 第36期 第37期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

完成工事高 (百万円) 33,712 33,799 38,710 85,165 87,211 

経常利益 
又は経常損失(△) 

(百万円) 196 △492 △981 557 1,934

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△) 

(百万円) 64 △293 △470 91 717

資本金 (百万円) 5,158 5,158 5,158 5,158 5,158 

発行済株式総数 (千株) 25,282 25,282 25,282 25,282 25,282 

純資産額 (百万円) 27,306 27,333 28,480 27,707 29,687 

総資産額 (百万円) 58,334 63,749 72,135 76,053 74,847 

１株当たり配当額 (円) 7.50 7.50 7.50 25.00 20.00

自己資本比率 (％) 46.8 42.9 39.5 36.4 39.7 

従業員数 (名) 875 900 925 893 911 



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社の企業集団(当社および当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

前連結会計年度までその他の関係会社でありました三井物産株式会社は、平成18年９月20日に所有株式の一部を他

へ譲渡したため、当中間連結会計期間より「その他の関係会社」に該当しておりません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 従業員数には契約社員、出向受入者を含み、執行役員、顧問は含んでおりません。なお執行役員(専任)は18名、顧問は３

名であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

① 従業員数 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 従業員数には契約社員、出向受入者を含み、執行役員、顧問は含んでおりません。なお執行役員(専任)は18名、顧問は３

名であります。 

  

② 労働組合の状況 

昭和44年11月１日に新日本空調株式会社職員組合として発足し、労使関係は円満であり、特記すべき事項はあ

りません。 

  

事業の部門別名称 従業員数(名) 

一般空調 891 

原子力施設空調 73 

全社(共通) 134 

合計 1,098 

従業員数(名) 925 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、世界経済の拡大を背景に輸出が増加を続ける中、製造業を中心とし

た国内外の積極的な設備投資の増加に併せ、企業収益が高水準に推移した結果、景気は緩やかながらも拡大を続け

ました。 

建設業界におきましては、民間設備投資が景気の回復とともに増加したものの、公共建設投資は依然として減少

しており、引き続き厳しい受注環境が続いております。 

当社グループはこのような環境下、「総合営業力の強化」と「成長分野への経営資源の集中」を重点課題とし

て、成長戦略の経営方針を推し進めております。その結果、受注工事高は545億5千万円（前年同期比38.4％増）、

完成工事高は407億4千8百万円（前年同期比16.0％増）となりました。特に重点分野と位置付けている産業空調と

リニューアル分野においては、当初の計画以上の成果を得ることが出来ました。 

（受注工事高および完成工事高の内訳は下表に表示しております。） 

一方、利益面におきましては、熾烈な企業間競争による価格低下が影響し、完成工事総利益率は、4.3％と前年

同期比2ポイントのダウンとなり、営業損失は12億5千1百万円（前年同期 営業損失7億6千4百万円）、経常損失は

10億6百万円（前年同期 経常損失5億4千2百万円）、中間純損失は5億5百万円（前年同期 中間純損失3億4千8百

万円）となりました。 

  

  

上記の「合計」のうち産業空調工事・リニューアル工事の状況は下記のとおりであります。 

  

  

「第２ 事業の状況」に記載している金額には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

  

  
受注工事高(百万円) 完成工事高(百万円) 

平成17年 
９月期 

平成18年
９月期 

前年同期比
(％) 

平成17年
９月期 

平成18年 
９月期 

前年同期比
(％) 

一般空調 
(うち海外) 

37,413 
(4,178)

51,397
(2,482)

37.4
(△40.6)

32,747
(3,037)

38,866 
(6,511)

18.7
(114.3)

原子力施設空調 2,005 3,152 57.2 2,368 1,881 △20.5 

合計 39,418 54,550 38.4 35,116 40,748 16.0 

産業空調 17,694 25,391 43.5 14,136 19,455 37.6 

リニューアル 21,552 24,830 15.2 15,411 19,760 28.2 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、14億6千9百万円と前年同期と比べ8千3百万円（前年同期比

5.4%減）減少となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純損失が4億9千3百万円であったこと、また、売上債

権の減少による収入が、仕入債務の減少、たな卸資産（未成工事支出金等）の増加、および未成工事受入金の減少

による支出を28億2千8百万円上回ったものの、法人税等およびその他の支出の影響により、5億3千7百万円の減少

（前年同期8億5千4百万円の減少）となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有価証券と投資有価証券の増減による支出16億3千1百万円により、

18億1千2百万円の減少（前年同期6億9千3百万円の増加）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、主に短期借入金の増減による収入16億8千7百万円と配当金の支払額3億1

千5百万円により、13億5千3百万円の増加（前年同期28億6千7百万円の減少）となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループが営んでいる空調工事業では、生産実績を定義することが困難であり、請負形態をとっているため販

売実績という定義は実態に即しておりません。 

よって受注及び販売状況については、「１ 業績等の概要」において記載しております。 

なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。 

① 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

  

(注) １ 前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減があるものについては、期中受注工事高にその増減

額を含めております。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれております。 

２ 期末繰越工事高の施工高は、支出金により手持工事高の施工高を推定したものであります。 

３ 期中施工高は、(期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高)に一致します。 

  

期別 工事別 
期首繰越 
工事高 
(百万円) 

期中受注
工事高 
(百万円)

計 

(百万円)

期中完成
工事高 
(百万円)

期末繰越工事高 
期中
施工高 
(百万円)

手持
工事高 

うち施工高 

(百万円) (％) (百万円) 

前中間会計期間 
(自平成17年４月１日 
至平成17年９月30日) 

一般空調 53,758 35,354 89,112 31,430 57,682 10.3 5,951 32,007 

原子力施設
空調 

2,253 2,005 4,259 2,368 1,890 24.3 459 2,510

計 56,011 37,359 93,371 33,799 59,572 10.8 6,410 34,517 

当中間会計期間 
(自平成18年４月１日 
至平成18年９月30日) 

一般空調 52,866 49,202 102,069 36,828 65,241 11.1 7,272 38,953 

原子力施設
空調 

1,641 3,152 4,794 1,881 2,912 13.9 405 2,057

計 54,508 52,355 106,864 38,710 68,153 11.3 7,678 41,010 

前事業年度 
(自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日) 

一般空調 53,758 80,270 134,029 81,163 52,866 9.7 5,147 80,936 

原子力施設
空調 

2,253 5,437 7,690 6,048 1,641 14.0 229 5,960

計 56,011 85,708 141,720 87,211 54,508 9.9 5,377 86,896 



② 受注工事高及び完成工事高について 

当社は建設市場の状況を反映して工事の受注工事高および完成工事高が平均化しておらず、最近３年間について

みても次のように変動しております。 

  

(注) 百分比は請負金額比で示しております。 

  

期別 
受注工事高(百万円) 完成工事高(百万円) 

１年通期 
(A) 

上半期
(B) 

(B)/(A)
％ 

１年通期
(C) 

上半期 
(D) 

(D)/(C) 
％ 

第35期 
(自平成15年４月１日 
至平成16年３月31日) 

76,205 30,820 40.4 74,729 28,109 37.6

第36期 
(自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日) 

77,441 35,353 45.7 85,165 33,712 39.6

第37期 
(自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日) 

85,708 37,359 43.6 87,211 33,799 38.8

第38期 
(自平成18年４月１日 
至平成19年３月31日) 

― 52,355 ― ― 38,710 ―



③ 完成工事高 

  

(注) １ 完成工事高のうち主なものは、次のとおりであります。 

前中間会計期間完成工事のうち請負金額８億円以上の主なものは、次のとおりであります。 

当中間会計期間完成工事のうち請負金額５億円以上の主なものは、次のとおりであります。 

２ 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先およびその割合は、次のとおりであります。 

なお、前中間会計期間は100分の10以上に該当する相手先がないため、記載を省略しております。 

当中間会計期間 

  

  

④ 手持工事高(平成18年９月30日現在) 

  

(注) 手持工事のうち請負金額10億円以上の主なものは、次のとおりであります。 

  

期別 区分 
国内 海外 合計 

官公庁
(百万円) 

民間
(百万円) 

(A)
(百万円) 

(A)/(B) 
(％) 

(B) 
(百万円) 

前中間会計期間 
(自平成17年４月１日 
至平成17年９月30日) 

一般空調 4,300 24,411 2,718 8.6 31,430 

原子力施設空調 455 1,913 ― ― 2,368 

計 4,755 26,324 2,718 8.0 33,799 

当中間会計期間 
(自平成18年４月１日 
至平成18年９月30日) 

一般空調 2,193 28,930 5,703 15.5 36,828 

原子力施設空調 115 1,766 ― ― 1,881 

計 2,309 30,696 5,703 14.7 38,710 

大興物産㈱   日本橋三井タワー新築工事 

社会福祉法人恩賜財団 

済生会支部千葉県済生会 

  
千葉県済生会習志野病院本棟空気調和設備工事 

神奈川県   こども医療センター新棟新築工事（空調） 

九州大学   九州大学（医療）病棟・診療棟Ⅱ新営機会設備（空調）工事（軸Ⅱ） 

㈱東芝   大分工場280棟第3-1期機械設備工事 

㈱東芝   四日市工場230棟第3期他機械設備工事 

展茂光電股份有限公司   展茂光電(股)T3 C/R新建工程 

㈱QVCジャパン   ㈱QVCジャパン新配送センター建設工事

鹿島建設㈱   ソフトバンク新宿センター改修工事 

㈱東芝   東芝四日市2006年度整備工事その1 

㈱東芝   4,803百万円 12.4％  

区分 
国内 海外 合計 

官公庁
(百万円) 

民間
(百万円) 

(A)
(百万円) 

(A)/(B) 
(％) 

(B) 
(百万円) 

一般空調 8,474 52,988 3,778 5.8 65,241 

原子力施設空調 331 2,581 ― ― 2,912 

計 8,806 55,569 3,778 5.5 68,153 

廣輝電子股份有限公司   廣輝電子公司龍潭工廠B棟無塵室工程 平成20年12月完成予定 

東芝プラントシステム㈱   JEBEL ALI PP AC 平成19年２月完成予定 

西松建設㈱ 
  キヤノン平塚新拠点クリーンルーム実装工事 

(B棟) 
平成18年11月完成予定 

大成建設㈱   DJIBOUTI KEMPINSKI HOTEL PROJECT PHASE 1-A 平成18年12月完成予定 

公立八鹿病院組合 
  公立八鹿病院現地新築整備事業 

(空調衛生設備工事) 
平成19年８月完成予定 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生

じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  



５ 【研究開発活動】 

当社は、「環境に調和する技術の研究・開発を通して地球規模の環境保全に貢献する」の経営理念にもとづき、

「空気環境」「エネルギー」を主要なテーマとした研究開発を技術研究所が中核となって実施しております。 

その成果は、お客様が抱える課題を解決支援するソリューション技術として活用されるとともに、事務所・店舗用

途の施設や産業・原子力施設などの新築およびリニューアル分野へ応用展開され、省エネルギーと空気環境改善に寄

与しております。 

当中間連結会計期間における研究開発費は、133百万円であります。 

  

(主な研究開発活動) 

(1) タスクアンビエント空調照明システムの開発 

空調および照明設備に関する省エネルギー技術として、タスクアンビエント方式による空調照明システムの開発

を進めております。本システムは、人感センサーによって在席者の有無を検知することにより風量制御と調光制御

をモジュール単位で行うことができ、室内環境を維持しつつ大きな省エネルギー効果を発揮するものです。また、

間仕切りやレイアウト変更への対応が容易であり、お客様のニーズに柔軟に対応することができます。 

現在、技術研究所に本システムを設置し、快適性や省エネルギー性等に関する実証試験を行っております。 

  

(2) デシカント空調技術の開発 

空気調和技術における湿度制御・湿度管理は今後さらに重要になるとの考えから、デシカントシステムを重点研

究開発テーマとして捉え取組んでおります。その一環として、コンパクトなデシカント換気装置と室内の温湿度を

アクティブに変動(スウィング)させるエアコンの運転制御技術とを統合したノンフロン型の住宅用換気空調システ

ムの開発を、平成17年度よりNEDOの研究開発補助金を受けて進めております。開発中のデシカント換気装置は、夏

は高温多湿の外気を冷却減湿し、冬は低温乾燥の外気を加熱加湿して室内へ送風することによって換気と空調の両

立を目指すものであり、本装置と既存のエアコンをアクティブにスウィングさせる運転方法の開発成果を一般住宅

用空調に適用することによって、快適性を維持しつつ省エネ性を実現することができます。 

  

(3) 空気環境評価技術の拡充 

当社が独自に開発した微粒子可視化技術は、光源と受像機の最適な組合せによって空気中の微細な粒子の挙動分

析を可能にしており、流体シミュレーション技術と併せてお客様が抱える室内の気流や塵埃に関する問題解決に大

きな役割を果たし、主に半導体・液晶等の製造業の歩留まり向上や環境改善支援に貢献しております。また、これ

までに蓄積してきた可視化技術の商品化を進めており、空気環境分析での世界最高レベル技術としての開発と事業

化を今後とも推進していきます。 

  

なお、子会社においては、研究開発活動は行っておりません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、設備の新設および除却等の計画はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 84,252,100 

計 84,252,100 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月12日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 25,282,225 25,282,225
東京証券取引所
(市場第一部) 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 25,282,225 25,282,225 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

(注) 株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成18年４月１日～ 
９月30日 

― 25,282 ― 5,158 ― 6,887

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町１－２－１ 3,706 14.65 

新日本空調協和会 東京都中央区日本橋本石町４－４－20 1,267 5.01 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 1,256 4.97 

株式会社東芝 東京都港区芝浦１－１－１ 1,255 4.96 

中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝３－33－１ 1,238 4.89 

新日本空調従業員持株会 東京都中央区日本橋本石町４－４－20 875 3.46 

日本電設工業株式会社 東京都台東区池之端１－２－23 760 3.00 

エスジーエスエス エスジービ
ーティー ルクス 
(常任代理人 香港上海銀行 
東京支店) 

SOCIETE GENERALE 29 BOULEVARD HAUSSMANN 
PARIS - FRANCE 
(東京都中央区日本橋３－11－１) 

636 2.51

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２－11－３ 531 2.10

日本ユニシス株式会社 東京都江東区豊洲１－１－１ 483 1.91 

計 ― 12,011 47.51 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 当社所有の自己株式が単元未満株式欄の普通株式に14株含まれております。 

２ 証券保管振替機構名義の株式が「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に2,500株(議決権25個)、「単元未満株式」欄

の普通株式に80株それぞれ含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

(注) 株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が200株(議決権2個)あります。 

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含まれております。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 18,700 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

25,163,100 
251,631 ― 

単元未満株式 
普通株式 

100,425 
― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 25,282,225 ― ― 

総株主の議決権 ― 251,631 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
新日本空調株式会社 

東京都中央区日本橋 
本石町４―４―20 

18,700 ― 18,700 0.07

計 ― 18,700 ― 18,700 0.07 



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 1,030 1,065 936 862 837 885 

最低(円) 979 875 820 745 767 810 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14

号)に準じて記載しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じ

て記載しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)および当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表ならびに前中間会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)および当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

  
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

  現金預金 ※２ 1,591   1,522   2,524   

  受取手形・完成工事 
  未収入金 

※４ 28,628 30,666 37,902 

  有価証券   1,541   2,576   2,456   

  未成工事支出金等   6,397   7,457   5,040   

  その他   4,871   4,683   2,662   

  貸倒引当金   △97   △119   △151   

 流動資産合計   42,932 66.0 46,785 63.6 50,433 66.2 

Ⅱ 固定資産               

  有形固定資産 ※１             

   建物・構築物   3,086   2,926   2,959   

   その他   1,190   1,175   1,196   

 有形固定資産計   4,276   4,101   4,156   

  無形固定資産   597   515   575   

  投資その他の資産               

  投資有価証券   12,689   17,869   16,760   

  その他   5,311   4,763   4,859   

  貸倒引当金   △753   △466   △615   

 投資その他の資産計   17,248   22,166   21,005   

 固定資産合計   22,121 34.0 26,784 36.4 25,737 33.8 

資産合計   65,054 100.0 73,569 100.0 76,170 100.0 

      



  

  
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

  支払手形・工事未払金 ※４ 23,858   31,631   32,764   

  短期借入金   1,890   3,085   1,381   

  未成工事受入金   3,224   1,990   2,986   

  役員賞与引当金   ―   27   ―   

  完成工事補償引当金   76   82   78   

  工事損失引当金   1,277   549   915   

  その他   3,979   3,288   3,757   

 流動負債合計   34,308 52.7 40,654 55.2 41,883 55.0 

Ⅱ 固定負債               

  長期借入金   366   332   349   

  退職給付引当金   2,593   2,616   2,601   

  役員退職慰労引当金   92   64   93   

  その他   70   1,010   1,099   

 固定負債合計   3,122 4.8 4,024 5.5 4,143 5.4 

負債合計   37,430 57.5 44,678 60.7 46,026 60.4 

(少数株主持分)               

少数株主持分   ―   ―   ―   



  

  
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

 (資本の部)               

Ⅰ 資本金   5,158 7.9 ― ― 5,158 6.8 

Ⅱ 資本剰余金   6,887 10.6 ― ― 6,887 9.0 

Ⅲ 利益剰余金   13,114 20.2 ― ― 14,083 18.5 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   2,443 3.8 ― ― 3,981 5.2 

Ⅴ 為替換算調整勘定   27 0.0 ― ― 43 0.1 

Ⅵ 自己株式   △8 △0.0 ― ― △10 △0.0 

資本合計   27,623 42.5 ― ― 30,144 39.6 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

65,054 100.0 ― ― 76,170 100.0

      

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本               

資本金   ― ― 5,158 7.0 ― ― 

資本剰余金   ― ― 6,887 9.4 ― ― 

利益剰余金   ― ― 13,200 17.9 ― ― 

自己株式   ― ― △11 △0.0 ― ― 

株主資本合計   ― ― 25,235 34.3 ― ― 

Ⅱ 評価・換算差額等               

その他有価証券 
評価差額金 

  ― ― 3,616 4.9 ― ― 

為替換算調整勘定   ― ― 38 0.1 ― ― 

評価・換算差額等合計   ― ― 3,655 5.0 ― ― 

純資産合計   ― ― 28,891 39.3 ― ― 

負債純資産合計   ― ― 73,569 100.0 ― ― 

    



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 完成工事高   35,116 100.0 40,748 100.0 90,887 100.0 

Ⅱ 完成工事原価   32,923 93.7 38,978 95.7 83,064 91.4 

完成工事総利益   2,193 6.3 1,770 4.3 7,823 8.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 2,957 8.4 3,021 7.4 6,109 6.7 

営業利益又は 
営業損失(△) 

△764 △2.1 △1,251 △3.1 1,713 1.9

Ⅳ 営業外収益               

  受取利息   77   98   158   

  受取配当金   53   66   87   

  保険収益   34   ―   38   

  為替差益   49   52   58   

  その他   33   66   116   

営業外収益合計   249 0.7 285 0.7 458 0.5 

Ⅴ 営業外費用               

  支払利息   17   31   36   

  有価証券売却損   ― 

9 

  5 

2 

  ― 

13 

  

  その他         

  営業外費用合計   26 0.1 39 0.1 50 0.1 

経常利益又は 
経常損失(△) 

△542 △1.5 △1,006 △2.5 2,122 2.3

Ⅵ 特別利益               

   固定資産売却益 ※２ 12   ―   12   

  投資有価証券売却益   ―   190   42   

  貸倒引当金戻入益   366   184   277   

  係争和解金   ―   140   ―   

  その他   ―   6   ―   

特別利益合計   378 1.1 522 1.3 332 0.4 

Ⅶ 特別損失               

固定資産除却損 ※３ 2   1   4   

ゴルフ会員権貸倒引当金 

繰入額 
  ―   4   ―   

貸倒引当金繰入額   132 

23 

  ― 

3 

  ― 

288 

  

その他         

特別損失合計   158 0.5 9 0.0 293 0.3 

税金等調整前当期純利益
又は税金等調整前中間 
純損失(△) 

△321 △0.9 △493 △1.2 2,161 2.4

法人税、住民税 
及び事業税 

77 0.2 51 0.1 1,182 1.3

法人税等調整額   △50 △0.1 △39 △0.1 170 0.2 

当期純利益又は 
中間純損失(△) 

△348 △1.0 △505 △1.2 809 0.9



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     6,887   6,887 

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  6,887 6,887

(利益剰余金の部)           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     13,910   13,910 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

当期純利益   ― ― 809 809 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

  中間純損失   348   ―   

  利益配当金   442   631   

  取締役賞与金   4 795 4 636 

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  13,114 14,083

     



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 5,158 6,887 14,083 △10 26,119 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当（注）     △315   △315 

 取締役賞与（注）     △61   △61 

 中間純損失     △505   △505 

 自己株式の取得       △1 △1 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)         ― 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― △882 △1 △883 

平成18年９月30日残高(百万円) 5,158 6,887 13,200 △11 25,235 

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 3,981 43 4,024 30,144 

中間連結会計期間中の変動額         

 剰余金の配当（注）       △315 

 取締役賞与（注）       △61 

 中間純損失       △505 

 自己株式の取得       △1 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △364 △4 △369 △369 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △364 △4 △369 △1,253 

平成18年９月30日残高(百万円) 3,616 38 3,655 28,891 



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

        

税金等調整前中間(当期) 
純利益又は税金等調整前 
中間純損失(△) 

 △321 △493 2,161

減価償却費   171 182 358 

有形固定資産除却損   2 1 4 

投資有価証券売却損益   ― △190 33 

投資有価証券評価損   9 ― 69 

貸倒引当金の減少(△)額   △232 △180 △286 

退職給付引当金等の増加・
減少（△）額 

  △6 △23 3 

工事損失引当金の増加・ 
減少（△）額 

  39 △366 △322 

係争和解金   ― △140 ― 

受取利息及び受取配当金   △131 △165 △245 

支払利息   17 31 36 

売上債権の減少額   11,418 7,372 2,114 

たな卸資産の増加(△)・ 
減少額 

  △1,125 △2,419 225 

仕入債務の減少(△)額  △11,364 △1,130 △2,471

未成工事受入金の増加・ 
減少(△)額 

 832 △993 600

その他   312 △1,510 1,862 

取締役賞与の支払額   △4 △61 △4 

小計   △381 △85 4,140 

係争和解金   ― 140 ― 

利息及び配当金の受取額   133 163 239 

利息の支払額   △17 △31 △37 

法人税等の支払額   △588 △724 △1,052 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △854 △537 3,289

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有価証券の取得による支出   ― △1,541 △990 

有価証券の売却等による 
収入 

 799 1,777 799

投資有価証券の取得による 
支出 

 △106 △3,925 △1,692

投資有価証券の売却等に 
よる収入 

 85 2,057 179

貸付による支出   △47 △51 △73 

貸付金の回収による収入   113 17 116 

その他   △150 △146 △197 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 693 △1,812 △1,858



  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

        

短期借入金の純増加額   ― 1,687 ― 

短期借入れによる収入   681 ― 704 

短期借入金の返済による 
支出 

  △3,171 ― △3,762 

配当金の支払額   △442 △315 △631 

その他   64 △18 80 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △2,867 1,353 △3,609

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 49 △20 132

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
減少額 

 △2,978 △1,016 △2,045

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 4,531 2,486 4,531

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 1,553 1,469 2,486

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

連結子会社数 ２社 

連結子会社名 

 新日空サービス株式会社 

 新日本空調工程（上海）

有限公司 

同左 同左 

２ 持分法の適用に関

する事項 

前連結会計年度まで持分法

非適用の関連会社でありま

したアサヒエコロジー株式

会社は、平成17年６月30日

に当社持分のすべてを売却

いたしました。 

───── 

  

前連結会計年度まで持分法

非適用の関連会社でありま

したアサヒエコロジー株式

会社は、平成17年６月30日

に当社持分のすべてを売却

いたしました。 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

新日本空調工程（上海）有

限公司の中間決算日は６月

30日であります。 

中間連結財務諸表作成に当

たっては同中間決算日現在

の中間決算書を使用してお

ります。ただし、７月１日

から９月30日までの期間に

発生した重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を

行っております。 

なお、新日空サービス株式

会社の中間決算日と中間連

結決算日は一致しておりま

す。 

同左 新日本空調工程（上海）有

限公司の決算日は12月31日

であります。 

連結財務諸表作成に当たっ

ては同決算日現在の決算書

を使用しております。ただ

し、１月１日から３月31日

までの期間に発生した重要

な取引については、連結上

必要な調整を行っておりま

す。 

なお、新日空サービス株式

会社の決算日と連結決算日

は一致しております。 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法 

  

  

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

  

  

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定) 

  

  

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

  時価のないもの 

移動平均法に基づく

原価法 

なお、投資事業有限責任

組合およびそれに類する

組合への出資(証券取引

法第２条第２項により有

価証券とみなされるも

の)については、組合契

約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り

込む方法によっておりま

す。 

時価のないもの 

同左 

  

  

時価のないもの 

同左 

  

  

  ②たな卸資産 

未成工事支出金 

個別法に基づく原価法 

材料貯蔵品 

移動平均法に基づく原

価法 

②たな卸資産 

同左 

②たな卸資産 

同左 

(2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法 

①有形固定資産 

建物(建物附属設備を

除く)：定額法 

建物(建物附属設備を

除く)以外：定率法 

①有形固定資産 

同左 

  

①有形固定資産 

同左 

  ただし、在外連結子会社

については、定額法を採

用しております。 

なお、耐用年数および残

存価額については、法人

税法に規定する方法と同

一の基準によっておりま

す。 

    



  

  

  前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ②無形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数について

は法人税法に規定する方

法と同一の基準によって

おります。 

ただし、ソフトウェア

(自社利用)については、

社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法

によっております。 

②無形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

同左 

(3) 重要な引当金の

計上基準 

①貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸

倒による損失に備えるた

め、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能

性を検討し、回収不能見

込額を計上しておりま

す。 

①貸倒引当金 

同左 

①貸倒引当金 

同左 

  ───── ②役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、

当連結会計年度における

支給見込額に基づき、当

中間連結会計期間に見合

う分を計上しておりま

す。 

（会計処理方法の変更） 

当中間連結会計期間から

「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年11月

29日 企業会計基準第４

号）を適用しておりま

す。この結果、従来の

方法に比べて、営業損

失、経常損失および税

金等調整前中間純損失

が、それぞれ27百万円

増加しております。 

───── 

  

  ③完成工事補償引当金 

完成工事に係る瑕疵担

保、アフターサービス等

の費用に充てるため、過

去の実績等を勘案して見

積った額を設定しており

ます。 

④工事損失引当金 

受注工事の損失に備える

ため、手持工事のうち損

失の発生が見込まれ、か

つ金額を合理的に見積る

ことができる工事につい

て、その損失を見積った

額を設定しております。 

③完成工事補償引当金 

同左 

  

  

  

  

  

④工事損失引当金 

同左 

③完成工事補償引当金 

同左 

  

  

  

  

  

④工事損失引当金 

同左 



  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

  

⑤退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度

末における退職給付債務

および年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会

計期間末において発生し

ていると認められる額を

計上しております。 

数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法に

より按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度

から費用処理することと

しております。 

⑤退職給付引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

⑤退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度

末における退職給付債務

および年金資産の見込額

に基づき計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法に

より按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度

から費用処理することと

しております。 

  

  



  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ⑥役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払

いに備えるため、役員退

職慰労金内規に基づく中

間期末要支給額を計上し

ておりましたが、平成17

年６月23日の定時株主総

会の日をもって役員退職

慰労金制度を廃止し、そ

れに伴い、在任中の取締

役および監査役に対して

当該総会までの期間に対

応する慰労金として、従

来の制度に基づいた金額

を、当該取締役および監

査役の退任時に支給する

旨を決議いたしました。

その結果、当中間連結会

計期間末の「役員退職慰

労引当金」として92百万

円を計上しております。 

⑤役員退職慰労引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

その結果、当中間連結会

計期間末の「役員退職慰

労引当金」として64百万

円を計上しております。 

⑤役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払

いに備えるため、役員退

職慰労金内規に基づく期

末要支給額を計上してお

りましたが、平成17年６

月23日の定時株主総会の

日をもって役員退職慰労

金制度を廃止し、それに

伴い、在任中の取締役お

よび監査役に対して当該

総会までの期間に対応す

る慰労金として、従来の

制度に基づいた金額を、

当該取締役および監査役

の退任時に支給する旨を

決議いたしました。その

結果、当連結会計期間末

の「役員退職慰労引当

金」として93百万円を計

上しております。 

(4) 重要なリース取

引の処理方法 

  

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

(5) その他中間連結

財務諸表(連結

財務諸表)作成

のための重要な

事項 

①完成工事高の計上基準 

工事進行基準によってお

りますが、工期が１年未

満または請負金額が１千

万円未満については工事

完成基準を採用しており

ます。 

なお、工事進行基準によ

る完成工事高は12,463百

万円であります。 

①完成工事高の計上基準 

同左 

  

  

  

  

  

なお、工事進行基準によ

る完成工事高は14,633百

万円であります。 

①完成工事高の計上基準 

同左 

  

  

  

  

  

なお、工事進行基準によ

る完成工事高は28,991百

万円であります。 

  ②消費税及び地方消費税に

相当する額の会計処理 

税抜方式によっておりま

す。 

②消費税及び地方消費税に

相当する額の会計処理 

同左 

②消費税及び地方消費税に

相当する額の会計処理 

同左 

５ 中間連結(連結)キ

ャッシュ・フロー

計算書における資

金の範囲 

手許現金、随時引き出し可

能な預金および容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなってお

ります。 

同左 同左 



  
会計処理方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

───── 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

当中間連結会計期間から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号）および「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は、28,891百万円でありま

す。 

なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部に

ついては、中間連結財務諸表規則の

改正に伴い、改正後の中間連結財務

諸表規則により作成しております。 

───── 

  



  

表示方法の変更 

  

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

(中間連結貸借対照表) 

「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年法律

第97号)が平成16年６月９日に公布され、平成16年12月

１日より適用となったことおよび「金融商品会計に関

する実務指針」(会計制度委員会報告第14号)が平成17

年２月15日付で改正されたことに伴い、従来、投資そ

の他の資産の「その他」に表示しておりました投資事

業有限責任組合およびそれに類する組合への出資(証券

取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの)

を、「投資有価証券」として表示する方法に変更いた

しました。なお、当中間連結会計期間の「投資有価証

券」に含まれる当該出資の額は、1,866百万円でありま

す。 

───── 

  

(中間連結損益計算書) 

１ 「保険収益」はその金額に重要性が増したため、区

分掲記いたしました。なお、前中間連結会計期間は営

業外収益の「その他」に0百万円含まれております。 

２ 「為替差益」はその金額に重要性が増したため、区

分掲記いたしました。なお、前中間連結会計期間は営

業外収益の「その他」に6百万円含まれております。 

(中間連結損益計算書) 

１ 「ゴルフ会員権貸倒引当金繰入額」はその金額に重

要性が増したため、区分掲記いたしました。なお、前

中間連結会計期間は特別損失の「その他」に1百万円含

まれております。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

前中間連結会計期間において投資活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めておりました「投資有

価証券の売却等による収入」は重要性が増したため、

当中間連結会計期間において区分掲記することにいた

しました。なお、前中間連結会計期間の投資活動によ

るキャッシュ・フローの「その他」に含めておりまし

た「投資有価証券の売却等による収入」は10百万円で

あります。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

１ 前中間連結会計期間において営業活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に含めておりました「投資

有価証券売却損益」は重要性が増したため、当中間連

結会計期間において区分掲記することにいたしまし

た。なお、前中間連結会計期間の営業活動によるキャ

ッシュ・フローの「その他」に含めておりました「投

資有価証券売却損益」は12百万円であります。 

  ２ 前中間連結会計期間において財務活動によるキャッ

シュ・フローの「短期借入れによる収入」および「短

期借入金の返済による支出」は、総額で表示しており

ましたが、短期借入金については、借入期間が短く、

かつ回転が速い項目であるため、当中間連結会計期間

より「短期借入金の純増加額」として表示しておりま

す。なお、当中間連結会計期間の「短期借入金の純増

加額」に含まれている「短期借入れによる収入」は

5,202百万円、「短期借入金の返済による支出」は△

3,514百万円であります。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

3,992百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

4,153百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

4,076百万円 

※２ 仕入債務のため担保に供して

いる資産は次のとおりであり

ます。 

 現金預金 
 (定期預金) 

27百万円

※２ 仕入債務のため担保に供して

いる資産は次のとおりであり

ます。 

 現金預金
 (定期預金) 

27百万円

※２ 仕入債務のため担保に供して

いる資産は次のとおりであり

ます。 

現金預金
 (定期預金) 

27百万円

 ３ 保証債務 

   連結会社以外の会社の金融機

関等からの借入に対し債務保

証を行っております。 

 大崎プロパ
ティ㈱ 

368百万円

  

────

  

  
  
  
  
  
  

───── 

  

  

  

  

  

※４ 中間連結会計期間末日の満期

手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理

しております。なお、当中間

連結会計期間の末日は金融機

関の休日であったため、次の

満期手形が中間連結会計期間

末日の残高に含まれておりま

す。 

 受取手形       159百万円 

 支払手形       933百万円 

───── 

  

  

  

  

  

───── 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目および金額

は、次のとおりであります。 

従業員給料 
手当 

1,203百万円

退職給付費用 94百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

10百万円

地代家賃 313百万円

※１ 販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目および金額

は、次のとおりであります。 

従業員給料 
手当 

1,241百万円

退職給付費用 93百万円

地代家賃 327百万円

※１ 販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目および金額

は、次のとおりであります。 

従業員給料 
手当 

2,587百万円

退職給付費用 189百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

12百万円

地代家賃 658百万円

※２ 固定資産売却益の内訳は、次

のとおりであります。 
機械・運搬具 
・工具器具備品 

12百万円

───── ※２ 固定資産売却益の内訳は、次

のとおりであります。 

  

機械・運搬具 
・工具器具備品 

12百万円

※３ 固定資産除却損の内訳は、次

のとおりであります。 

建物・構築物 1百万円

機械・運搬具 
・工具器具備品 

0百万円

合計 2百万円

※３ 固定資産除却損の内訳は、次

のとおりであります。 

建物・構築物 0百万円

機械・運搬具
・工具器具備品

0百万円

合計 1百万円

※３ 固定資産除却損の内訳は、次

のとおりであります。 

建物・構築物 2百万円

機械・運搬具 
・工具器具備品 

1百万円

合計 4百万円

 ４ 当社グループの完成工事高

は、通常の営業の形態とし

て、上半期に比べ下半期に完

成する工事の割合が大きいた

め、連結会計年度の上半期の

完成工事高と下半期の完成工

事高との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に

季節的変動があります。 

   当中間連結会計期間末に至る

１年間の完成工事高は次のと

おりであります。 

前連結会計 
年度下半期 

52,964百万円

当中間連結 
会計期間 

35,116百万円

合計 88,081百万円

 ４      同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

   当中間連結会計期間末に至る

１年間の完成工事高は次のと

おりであります。 

前連結会計 
年度下半期 

55,770百万円

当中間連結 
会計期間 

40,748百万円

合計 96,519百万円

───── 

（追加情報） 

当社グループは、従来から中間連結

会計期間においての税金費用につい

ては簡便法にて計算を行っておりま

したが、より合理的かつ正確な計算

を行うため、当中間連結会計期間か

ら原則法に変更いたしました。 

この変更による影響は軽微でありま

す。 

───── ───── 



  
(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 1千株 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 25,282 － － 25,282 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 17 1 － 18 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 315 12.5 平成18年３月31日 平成18年６月26日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年11月10日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 189 7.5 平成18年９月30日 平成18年12月８日



 (中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係(平成17年

９月30日) 

現金預金勘定 1,591百万円

預入期間が 
３か月を超える 
定期預金 

△38百万円

現金及び現金 
同等物 

1,553百万円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係(平成18年

９月30日) 

現金預金勘定 1,522百万円

預入期間が 
３か月を超える 
定期預金 

△52百万円

現金及び現金 
同等物 

1,469百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係(平成18年３月31日) 

  

現金預金勘定 2,524百万円

預入期間が 
３か月を超える 
定期預金 

△38百万円

現金及び現金 
同等物 

2,486百万円

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械・運搬
具・工具器
具備品 

344 216 127

その他 81 38 42

合計 425 255 170

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械・運搬
具・工具器
具備品 

272 199 72

その他 92 56 36

合計 365 255 109

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 

(百万円)

機械・運搬
具・工具器
具備品 

305 207 98

その他 86 47 39

合計 391 254 137

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 91百万円

１年超 82百万円

合計 173百万円

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 59百万円

１年超 51百万円

合計 111百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 78百万円

１年超 61百万円

合計 139百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

 支払リース料 53百万円

 減価償却費 
 相当額 

50百万円

 支払利息 
 相当額 

3百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

 支払リース料 46百万円

 減価償却費 
 相当額 

44百万円

 支払利息 
 相当額 

1百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

 支払リース料 105百万円

 減価償却費 
 相当額 

99百万円

 支払利息 
 相当額 

5百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

(単位：百万円) 

(注) 有価証券の減損にあたっては、時価が取得原価を50％以上下落した場合に減損処理を実施しております。 

なお、30％以上50％未満下落した場合には、将来の回復可能性を検討した上で、減損処理を実施しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び(中間)連結貸借対照表計上額 

(単位：百万円) 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

  

  

種類 

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

取得原価 
中間連結 
貸借対照表 
計上額 

差額 取得原価
中間連結
貸借対照表
計上額 

差額 取得原価
連結貸借対 
照表計上額 差額 

株式 5,192 9,357 4,164 9,408 15,637 6,228 5,963 12,857 6,894 

債券                   

 社債 1,500 1,441 △58 2,000 1,850 △149 2,000 1,796 △203 

合計 6,692 10,798 4,106 11,408 17,487 6,078 7,963 14,654 6,691 

種類 

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

中間連結貸借対照表
計上額 

中間連結貸借対照表
計上額 

連結貸借対照表 
計上額 

その他有価証券       

 非上場株式 765 590 610 

 社債 200 1,097 995 

 投資事業有限責任組合及び 
それに類する組合への出資 

1,866 500 1,866

 その他 600 770 1,090 

合計 3,432 2,958 4,562 

前中間連結会計期間 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

その他有価証券で時価のない株式に

ついて９百万円の減損処理を行って

おります。 

───── その他有価証券で時価のない株式に

ついて69百万円の減損処理を行って

おります。 

前中間連結会計期間末 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当社グループはデリバティブ取引を

行っていないので、該当事項はあり

ません。 

同左 同左 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(平成17年４月１日～平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(平成18年４月１日～平成18年９

月30日)および前連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

 空調工事業の単一セグメントであり、記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(平成17年４月１日～平成17年９月30日)および当中間連結会計期間(平成18年４月１日～平成18

年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％

を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(平成17年４月１日～平成17年９月30日)および前連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３

月31日) 

海外売上高がいずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  当中間連結会計期間(平成18年４月１日～平成18年９月30日) 

  

(注）１ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

   ２ 国または地域の区分の方法および各地域に属する主な国または地域 

    (1) 国または地域の区分の方法    地理的近接度によっております。 

    (2) 各区分に属する主な国または地域 東アジア ：中国、台湾 

                      南西アジア：スリランカ 

                      アフリカ ：ジブチ 

                      その他  ：アラブ首長国連邦 

  

  東アジア 南西アジア アフリカ その他の地域 計 

Ⅰ海外売上高(百万円) 3,501 122 2,155 732 6,511 

Ⅱ連結売上高(百万円)         40,748 

Ⅲ連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
8.6 0.3 5.3 1.8 16.0 



 (１株当たり情報) 

  

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

２ １株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,093.28円 １株当たり純資産額 1,143.60円 １株当たり純資産額 1,190.70円

１株当たり中間純損失 13.81円 １株当たり中間純損失 20.00円 １株当たり当期純利益 29.60円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

───── 

  

───── 

  

  

  

───── 

  

───── 

  

───── 

  

───── 

  

純資産の部の合計額 

28,891百万円 

純資産の部の合計額から控除する金

額 

 該当事項はありません。 

  

普通株式に係る純資産額 

28,891百万円 

普通株式の発行済株式数 

25,282千株 

普通株式の自己株式数 

18千株 

１株当たり純資産の算定に用いられ

た普通株式の数 

25,263千株 

───── 

  

───── 

  

  

  

───── 

  

───── 

  

───── 

  

───── 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

中間純損失 

348百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳 

 該当事項はありません。 

  

普通株式に係る中間純損失 

348百万円 

普通株式の期中平均株式数 

25,267千株 

中間純損失 

505百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳 

 該当事項はありません。 

  

普通株式に係る中間純損失 

505百万円 

普通株式の期中平均株式数 

25,264千株 

当期純利益 

809百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳 

 利益処分による取締役賞与金 

61百万円 

普通株式に係る当期純利益 

747百万円 

普通株式の期中平均株式数 

25,266千株 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

現金預金   1,100   914   1,839   

受取手形 ※３ 2,280   4,314   4,175   

完成工事未収入金   25,783   25,712   33,000   

有価証券   1,541   2,576   2,456   

未成工事支出金等   5,941   7,127   4,873   

その他 ※４ 4,707   4,470   2,553   

貸倒引当金   △94   △116   △147   

流動資産合計   41,259 64.7 45,000 62.4 48,750 65.1 

Ⅱ 固定資産               

有形固定資産 ※１             

建物   2,948   2,804   2,829   

その他   1,295   1,268   1,294   

有形固定資産計   4,244   4,073   4,124   

無形固定資産   592   510   571   

投資その他の資産               

投資有価証券   12,788   17,963   16,853   

その他   5,595   5,031   5,140   

貸倒引当金   △730   △444   △592   

投資その他の資産計   17,653   22,551   21,401   

固定資産合計   22,490 35.3 27,135 37.6 26,097 34.9 

資産合計   63,749 100.0 72,135 100.0 74,847 100.0 

    



  

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

支払手形 ※３ 2,376   3,081   2,484   

工事未払金   21,039   27,927   29,843   

短期借入金   1,865   3,060   1,356   

未払法人税等   80   54   703   

未成工事受入金   2,969   1,969   2,852   

役員賞与引当金   ―   25   ―   

完成工事補償引当金   75   80   76   

工事損失引当金   1,277   549   915   

その他 ※４ 3,661   2,947   2,843   

流動負債合計   33,346 52.3 39,695 55.0 41,074 54.9 

Ⅱ 固定負債               

長期借入金   366   332   349   

退職給付引当金   2,543   2,556   2,546   

役員退職慰労引当金   90   61   90   

その他   70   1,010   1,099   

固定負債合計   3,070 4.8 3,960 5.5 4,085 5.4 

負債合計   36,416 57.1 43,655 60.5 45,159 60.3 



  

  
  
  

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金   5,158 8.1 ― ― 5,158 6.9 

Ⅱ 資本剰余金               

資本準備金   6,887   ―   6,887   

資本剰余金合計   6,887 10.8 ― ― 6,887 9.2 

Ⅲ 利益剰余金               

利益準備金   593   ―   593   

任意積立金   12,240   ―   12,240   

中間(当期)未処分利益   19   ―   840   

利益剰余金合計   12,853 20.2 ― ― 13,674 18.3 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   2,441 3.8 ― ― 3,977 5.3 

Ⅴ 自己株式   △8 △0.0 ― ― △10 △0.0 

資本合計   27,333 42.9 ― ― 29,687 39.7 

負債資本合計   63,749 100.0 ― ― 74,847 100.0 

(純資産の部) 

  

              

Ⅰ 株主資本               

資本金   ― ― 5,158 7.2 ― ― 

資本剰余金               

資本準備金   ―   6,887   ―   

資本剰余金合計   ― ― 6,887 9.5 ― ― 

利益剰余金               

利益準備金   ―   593   ―   

その他利益剰余金               

別途積立金   ―   12,240   ―   

繰越利益剰余金   ―   △2   ―   

利益剰余金合計   ― ― 12,831 17.8 ― ― 

自己株式   ― ― △11 0.0 ― ― 

株主資本合計   ― ― 24,866 34.5 ― ― 

Ⅱ 評価・換算差額等               

その他有価証券 
評価差額金 

  ―   3,613   ―   

評価・換算差額等合計   ― ― 3,613 5.0 ― ― 

純資産合計   ― ― 28,480 39.5 ― ― 

負債純資産合計   ― ― 72,135 100.0 ― ― 

    



② 【中間損益計算書】 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 完成工事高   33,799 100.0 38,710 100.0 87,211 100.0 

Ⅱ 完成工事原価   31,729 93.9 37,168 96.0 79,924 91.6 

完成工事総利益   2,069 6.1 1,541 4.0 7,287 8.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   2,789 8.3 2,781 7.2 5,777 6.7 

営業利益又は 
営業損失(△) 

△720 △2.2 △1,239 △3.2 1,509 1.7

Ⅳ 営業外収益               

受取利息   45   29   76   

その他   208   269   397   

 営業外収益合計   253 0.8 298 0.8 474 0.5 

Ⅴ 営業外費用               

支払利息   17   31   36   

その他   9   8   13   

 営業外費用合計   26 0.1 39 0.1 49 0.0 

経常利益又は 
経常損失(△) 

△492 △1.5 △981 △2.5 1,934 2.2

Ⅵ 特別利益 ※１ 375 1.1 521 1.3 331 0.4 

Ⅶ 特別損失 ※２ 158 0.5 8 0.0 293 0.3 

税引前当期純利益又は 
税引前中間純損失(△) 

△275 △0.9 △468 △1.2 1,972 2.3

法人税、住民税 
及び事業税 

76 0.2 51 0.1 1,073 1.2

法人税等調整額   △58 △0.2 △49 △0.1 182 0.3 

当期純利益又は 
中間純損失(△) 

△293 △0.9 △470 △1.2 717 0.8

前期繰越利益   313   ―   313   

中間配当額   ―   ―   189   

中間(当期)未処分利益   19   ―   840   

    



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 5,158 6,887 6,887 

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当（注）       

 取締役賞与（注）       

 中間純損失       

 自己株式の取得       

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)       

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― ― 

平成18年９月30日残高(百万円) 5,158 6,887 6,887 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 593 12,240 840 13,674 △10 25,710 

中間会計期間中の変動額             

 剰余金の配当（注）     △315 △315   △315 

 取締役賞与（注）     △57 △57   △57 

 中間純損失     △470 △470   △470 

 自己株式の取得         △1 △1 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)           ― 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― △842 △842 △1 △844 

平成18年９月30日残高(百万円) 593 12,240 △2 12,831 △11 24,866 

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,977 3,977 29,687 

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当（注）     △315 

 取締役賞与（注）     △57 

 中間純損失     △470 

 自己株式の取得     △1 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △363 △363 △363 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △363 △363 △1,207 

平成18年９月30日残高(百万円) 3,613 3,613 28,480 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式 

移動平均法に基づく

原価法 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価

格等に基づく時価法 

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

(1) 有価証券 

① 子会社株式 

同左 

  

② その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価

格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定) 

(1) 有価証券 

① 子会社株式 

同左 

  

② その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価

格等に基づく時価法 

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

  時価のないもの 

移動平均法に基づく

原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  なお、投資事業有限責

任組合およびそれに類

する組合への出資(証

券取引法第２条第２項

により有価証券とみな

されるもの)について

は、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じ

て入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り込

む方法によっておりま

す。 

    

  (2) たな卸資産 

① 未成工事支出金 

個別法に基づく原価

法 

② 材料貯蔵品 

移動平均法に基づく

原価法 

(2) たな卸資産 

同左 

(2) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

建物(建物附属設備を

除く)：定額法 

建物(建物附属設備を

除く)以外：定率法 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  なお、耐用年数および

残存価額については、

法人税法に規定する方

法と同一の基準によっ

ております。 

    



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (2) 無形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数につい

ては法人税法に規定す

る方法と同一の基準に

よっております。 

ただし、ソフトウェア

(自社利用)について

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法によっており

ます。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の

貸倒による損失に備え

るため、一般債権につ

いては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特

定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を

計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  ───── 

  

(2) 役員賞与引当金 

役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、当事業年度におけ

る支給見込額に基づ

き、当中間会計期間に

見合う分を計上してお

ります。 

（会計処理方法の変更） 

当中間会計期間から

「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年11

月29日 企業会計基準

第４号）を適用してお

ります。この結果、従

来の方法に比べて、営

業損失、経常損失およ

び税引前中間純損失

が、それぞれ25百万円

増加しております。 

───── 

  

  (3) 完成工事補償引当金 

完成工事に係る瑕疵担

保、アフターサービス

等の費用に充てるた

め、過去の実績等を勘

案して見積った額を設

定しております。 

(3) 完成工事補償引当金 

同左 

(3) 完成工事補償引当金 

同左 

  (4) 工事損失引当金 

受注工事の損失に備え

るため、手持工事のう

ち損失の発生が見込ま

れ、かつ金額を合理的

に見積ることができる

工事について、その損

失を見積った額を設定

しております。 

(4) 工事損失引当金 

同左 

(4) 工事損失引当金 

同左 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

  

(5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務および年金資産の見

込額に基づき、当中間

会計期間末において発

生していると認められ

る額を計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残

存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による定

額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理す

ることとしておりま

す。 

(5) 退職給付引当金 

同左 

(5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務および年金資産の見

込額に基づき計上して

おります。 

数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残

存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による定

額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理す

ることとしておりま

す。 



  

  

  前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (6) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

払いに備えるため、役

員退職慰労金内規に基

づく中間期末要支給額

を計上しておりました

が、平成17年６月23日

の定時株主総会の日を

もって役員退職慰労金

制度を廃止し、それに

伴い在任中の取締役お

よび監査役に対して当

該総会までの期間に対

応する慰労金として、

従来の制度に基づいた

金額を、当該取締役お

よび監査役の退任時に

支給する旨を決議いた

しました。その結果、

当中間会計期間末の

「役員退職慰労引当

金」として、90百万円

を計上しております。 

(6) 役員退職慰労引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

その結果、当中間会計

期間末の「役員退職慰

労引当金」として、61

百万円を計上しており

ます。 

(6) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

払いに備えるため、役

員退職慰労金内規に基

づく期末要支給額を計

上しておりましたが、

平成17年６月23日の定

時株主総会の日をもっ

て役員退職慰労金制度

を廃止し、それに伴い

在任中の取締役および

監査役に対して当該総

会までの期間に対応す

る慰労金として、従来

の制度に基づいた金額

を、当該取締役および

監査役の退任時に支給

する旨を決議いたしま

した。その結果、当事

業年度末の「役員退職

慰労引当金」として、

90百万円を計上してお

ります。 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

(1) 完成工事高の計上基準 

  工事進行基準によって

おりますが、工期が１

年未満または請負金額

が１千万円未満につい

ては工事完成基準を採

用しております。 

なお、工事進行基準に

よる 完成工事高は

12,463百万円でありま

す。 

(1) 完成工事高の計上基準 

同左 

  

  

  

  

  

なお、工事進行基準に

よる 完成工事高は

14,633百万円でありま

す。 

(1) 完成工事高の計上基準 

同左 

  

  

  

  

  

なお、工事進行基準に

よる 完成工事高は

28,991百万円でありま

す。 

  (2) 消費税及び地方消費税

に相当する額の会計処

理 

  税抜方式によっており

ます。 

(2) 消費税及び地方消費税

に相当する額の会計処

理 

同左 

(2) 消費税及び地方消費税

に相当する額の会計処

理 

同左 



会計処理方法の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

───── 

  

貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等 

当中間会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

および「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありませ

ん。 

従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は、28,480百万円でありま

す。 

なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

  

───── 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

(貸借対照表) 

「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年法

律第97号)が平成16年６月９日に公布され、平成16年

12月１日より適用となったことおよび「金融商品会計

に関する実務指針」(会計制度委員会報告第14号)が平

成17年２月15日付で改正されたことに伴い、従来、投

資その他の資産の「その他」に表示しておりました投

資事業有限責任組合およびそれに類する組合への出資

(証券取引法第２条第２項により有価証券とみなされ

るもの)を、「投資有価証券」として表示する方法に

変更いたしました。なお、当中間会計期間の「投資有

価証券」に含まれる当該出資の額は、1,866百万円で

あります。 

───── 

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産 

有形固定資産 
減価償却累計額 

3,981百万円

有形固定資産 
圧縮記帳額 

4百万円

※１ 有形固定資産 

有形固定資産
減価償却累計額

4,135百万円

有形固定資産
圧縮記帳額 

4百万円

※１ 有形固定資産 

有形固定資産 
減価償却累計額 

4,061百万円

有形固定資産 
圧縮記帳額 

4百万円

 ２ 次のとおり保証を行っており

ます。 

新日空サービス㈱
の仕入債務に対す
る保証 

22百万円

大崎プロパティ㈱
の金融機関借入に
対する保証 

368百万円

合計 391百万円

 ２ 次のとおり保証を行っており

ます。 

新日空サービス㈱
の仕入債務に対す
る保証 

0百万円

  

 ２ 次のとおり保証を行っており

ます。 

新日空サービス㈱
の仕入債務に対す
る保証 

41百万円

   

───── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

※４ 仮払消費税等および仮受消費

税等は相殺せず、それぞれ流

動資産の「その他」および流

動負債の「その他」に含めて

表示しております。 

※３ 中間会計期間末日の満期手形

の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理して

おります。なお、当中間会計

期間の末日は金融機関の休日

であったため、次の満期手形

が中間会計期間末日の残高に

含まれております。 

 受取手形       159百万円 

 支払手形       933百万円 

※４     同左 

───── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

───── 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入益 363百万円

※１ 特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券売却
益 

190百万円

※１ 特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入益 276百万円

  貸倒引当金戻入益 183百万円   

  係争和解金 140百万円   

※２ 特別損失のうち主要なもの 

貸倒引当金繰入額 132百万円

─────  ───── 

 ３ 当社の完成工事高は、通常の

営業の形態として、上半期に

比べ下半期に完成する工事の

割合が大きいため、事業年度

の上半期の完成工事高と下半

期の完成工事高との間に著し

い相違があり、上半期と下半

期の業績に季節的変動があり

ます。 

   当中間会計期間末に至る１年

間の完成工事高は次のとおり

であります。 

前事業年度 
下半期 

51,452百万円

当中間会計 
期間 

33,799百万円

合計 85,252百万円

 ３     同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

   当中間会計期間末に至る１年

間の完成工事高は次のとおり

であります。 

前事業年度 
下半期 

53,412百万円

当中間会計
期間 

38,710百万円

合計 92,122百万円

───── 

（追加情報） 

当社は、従来から中間会計期間にお

いての税金費用については簡便法に

て計算を行っておりましたが、より

合理的かつ正確な計算を行うため、

当中間会計期間から原則法に変更い

たしました。 

この変更による影響は軽微でありま

す。 

───── ───── 

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 90百万円

無形固定資産 78百万円

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 90百万円

無形固定資産 88百万円

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 187百万円

無形固定資産 163百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加 1千株 

  

(リース取引関係) 

  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(千株) 17 1 － 18 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

工具・器具 
・備品 235 145 90

その他 115 51 64

合計 351 196 154

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

工具・器具 
・備品 173 133 39

その他 128 74 54

合計 302 208 94

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 

(百万円)

工具・器具
・備品 207 144 63

その他 119 61 57

合計 326 206 120

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 80百万円

１年超 76百万円

合計 157百万円

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 52百万円

１年超 42百万円

合計 95百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 69百万円

１年超 52百万円

合計 122百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 46百万円

減価償却費 
相当額 

43百万円

支払利息相 
当額 

2百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 41百万円

減価償却費 
相当額 

39百万円

支払利息相 
当額 

1百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 90百万円

減価償却費 
相当額 

85百万円

支払利息相 
当額 

5百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 



  

(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日)、当中間会計期間末(平成18年９月30日)および前事業年度末(平成18年３月

31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(2) 【その他】 

第38期(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)中間配当については、平成18年11月10日開催の取締役会に

おいて、平成18年９月30日の最終の株主名簿(実質株主名簿を含む。)に記載または記録された株主または登録質権

者に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

① 中間配当金の総額                189百万円 

② １株当たり中間配当金               7円50銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成18年12月８日 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第37期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月26日関東財務局長に提出 

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

新日本空調株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている新日本

空調株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、新日本空調株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

平成17年12月９日

取締役会 御中 

監査法人トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  鶴  野  隆  一  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  勝  又  三  郎  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

新日本空調株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている新日本

空調株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主

資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、新日本空調株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

平成18年12月８日

取締役会 御中 

監査法人トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  鶴  野  隆  一  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  勝  又  三  郎  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

新日本空調株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている新日本

空調株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第37期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、新日本空調株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

  

平成17年12月９日

取締役会 御中 

監査法人トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  鶴  野  隆  一  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  勝  又  三  郎  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

新日本空調株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている新日本

空調株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第38期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、新日本空調株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

平成18年12月８日

取締役会 御中 

監査法人トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  鶴  野  隆  一  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  勝  又  三  郎  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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